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はじめに（１）
　1949 年 12 月７日、中華民国は台湾に遷移し、蒋介石総統が 1950 年３月１
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2013 年３月 13 日に、台湾国防部が発表した「４年毎の国防見直し（台湾版
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に「両岸平和発展５つの共同願望」も披露し、2007 年 10 月、胡錦濤の政権「17
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　第２に、台湾当局の政治地位と台湾の国際社会での活動の課題。
　第３に、両岸が共に共同関係を構築するために立案し、平和統一のロード
マップを制定すること及び関連問題を交渉すること。
　第４に、両岸の窓口機構を設置すること。
　馬英九政権に於いて「平和協定」の調印がやがて難航する状況に陥ったこ
とは、その後の歴史の推移が示す通りである。
おわりに（47）
　両岸関係に於いて、相互の信頼醸成メカニズムを構築しない限り、両岸の
安全を確保できるとは言えない。両岸の間に於いて、実際に信頼醸成メカニ
ズムに対する共同認識が必要不可欠と見られる。両岸の間に平和と友好な現
状維持態勢を維持するため、例えば、条約や協定のような信頼醸成メカニズ
ムの達成が必要である。信頼醸成メカニズムがあれば、両岸の政策変更によ
る安全環境の変容、不安定化の影響を最小限に止めることができる。特に、
必要不可欠な制度面の「安全装置」のような存在になり得る。
　馬英九政権は、「九二共識」に基づいた政策を実施し、確かに両岸関係の信
頼性が向上したが、重要な分野での信頼醸成がまだ十分には構築されていな
いと見られる。馬英九政権の８年間が経過して、その間、両岸に於ける政治
面の相互信頼が以前より大幅に積み上げられた。しかも、両岸の信頼関係は
分断以後の他の政権と比べると、一定の信頼感が存在するという見方がある。
（47） 　本論文の作成に使用した資料収集は、全て公開された資料に基づくものであり、あ
りうべき誤謬を含め、全ての責任は自分にある。今後、大陸と台湾の両岸関係の相互
信頼醸成メカニズムが構築され、平和的、友好的関係が構築されることを心から願う。
　本論文は、平成 29 年１月、本学社会科学研究科法政システム専攻に提出する予定の
博士論文「馬英九政権に於ける対中政策に関する研究―台湾の『現状維持』指導方針
に基づく大陸政策の転換を中心に―」の中の中心的な一部を構成する。
185 － 馬英九政権に於ける対中政策についての考察（聶）
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しかし、両岸の現状を踏まえれば、さまざまな難題が解決し難い状況にある
のは事実である。特に、台湾の大陸政策に対して、台湾の外部勢力と島内の
独立勢力が共同的に影響を与える点があり、相互信頼醸成メカニズムに関す
る両岸の正式交渉はまだ予測できない状態にある。今後、長い時間をかけて、
両岸関係の平和と安定はもとより、東アジアや世界の平和と安定のため、両
岸双方の真摯な努力が求められるであろう。
